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地方政府における利用者負担
古田俊吉
1.はじめに
地方政府は住民にさまざまのサービスを提供すると同時に，その費用を一般税のほか，目的税，
利用者負担（usercharges）などから財源調達している。この内，利用者負担は，受益者負担を根
拠に強化を主張する議論があるが，これに対しては反対論もある。ただし，これらの議論において
は，利用者負担の概念が暖昧なもの，負担の根拠と配分の理論的根拠を明確に示さないもの，論者
によって受益者負担ないし利用者負担の範囲が異なるものが多い。住民に納得のいくような負担を
求めるためには，利用者負担の概念および根拠，財・サービスの便益と負担との関係を少なくとも
理論的に明確にしておく必要があろう。
本稿は，上のような観点、から，利用者負担の概念，範囲，負担配分の原理について，便益原理に
立脚しつつ理論的に明らかにするねらいをもっている。いわば，利用者負担についての，一つの理
論的な整理の仕方を提示することを目的としている。
2.公的供給の理由
地方政府が財・サービスを供給する理由は，まず第1に，基本的にその財・サービスが公共財の
性質を有することにある。公共財は， Musgraveand Musgrave[20］の最も標準的な定義に従えば，
非競合性と非排除性を有する財・サービスと定義される。
非競合性とは，ある個人が財・サービスを利用しても他の個人がその財・サービスを利用できる
量は減少しないという性質である。この性質は同時に，一定の単位で個々の消費者の消費量を分割
することが困難であるという点で，財・サービスが不可分性を有することを意味する。つまり，非
競合性は，需要面における消費の不可分性と，供給面における，財・サービスが多くの個人に同時
に同量供給されるという意味での共同供給によって特徴づけられる。需要面において不可分性が存
在する場合，個々の住民の選好に合わせて利用可能な量を調整することが困難であり，したがって
また，個々の住民に財・サービスを販売することも困難になる。他方，供給面の共同性の存在は，
それが完全ならば，ある一定のサービス水準の下では，追加的個人への供給の限界費用はゼロであ
ることを意味する。この場合，効率的な価格設定の条件は価格が限界費用と等しいことを要求する
から，効率的な価格はゼロとなる。しかし，民間企業の場合は，同様の財・サービスを供給する場
合，利潤が最大になるように価格設定する。したがって，非競合性が完全な財・サービスの場合，
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排除が可能であるとしても，民間部門では効率的に供給されることは望めない。
他方，非排除性は，対価を支払わない個人の財・サービスの消費もしくは利用を排除しようとし
ても，技術的に困難かもしくは排除費用が高すぎて事実上排除できないという性質である。この性
質はまた，対価を支払わない者の便益を部分的に取り去ることが不可能であるという意味で，財・
サービスの外部性を特徴づける。この場合，対価を支払わなくても便益を享受できることから，た
だ乗り行動への誘因が生じる。全ての個人がただ乗りを目的として自己の正しい評価に応じた支払
いをしないならば，財・サービスが市場で供給される保証は必ずしもない。また供給されたとして
も，財・サービスが正の外部性を有する場合は過少供給が生じ，負の外部性を有する場合は過大供
給が生じる。いずれにしても民間部門においては効率的な供給は望めない。
以上のように，公共財の性質を有する財・サービスについては，住民が共同で需要し共同で消費
せざるを得ない。ここに，地方政府が財・サービスを供給する基本的な理由がある。
地方政府が財・サービスを供給する第2の理由は，準民間財の性質を有ししかも民間財に近い財
サービスであって市場化可能であるが，民間での生産が期待されないあるいは集合的な生産の方が
民間での生産よりも効率的なことによる。例えば，上下水道，交通のような公益事業では，規模の
経済の利益が大きいために自然独占が生じる。この場合，利潤極大化行動をととる私企業に生産を
委ねると，サービス供給量が最適水準を下回る。この損失を回避する方法としては，独占企業を公
的に規制するか，または地方政府自らが独占企業を経営するかの二通りの方法がある。地方政府が
自らそれらのサービスを供給する理由は，私企業による地域独占の弊害を回避することにある。ま
た，上水道の場合のように，財・サービスが必需財であると同時に住民の健康・衛生上の観点で外
部性が大きい場合もある。
地方政府が財・サービスを供給する第3の理由は，排除性および競合性を有する民間財について
も公的供給が必要な場合があるということである。まず，排除が可能であっても，対価を支払わな
い個人を排除するのが望ましくない場合である。Shoup[29］の集団消費財がこれにあたる。集団消費
財は，どの個人も排除することなく同時に一定量を供給することが保証され，さらに一人当りサー
ビス費用が市場方式で供給されるよりも低いという性質をもっ財・サービスと定義される。つまり，
排除原理を適用する市場的供給方式よりも，排除原理を適用しない非市場的供給方式の方が効率的
に財・サービスを供給できるならば，排除原理を適用せず全構成員に均等にアクセスさせることが
効率の側面からも望ましいことになる。さらに，政府が所得分配の考慮、あるいは倫理的価値判断に
基づいて，その供給が社会的に価値があるとみなし，民間財を供給することもある。ただしこの場
合，消費者の不完全な知識から消費水準が社会的に望ましい水準よりも低いという判断が背景にあ
り，また，民間財の消費が個人の選択に委ねられるのではなく政府によって強制されるという側面
をもっ。 Musgraveの価値財の供給がこのケースであり，義務教育，学校給食，公営住宅などがこれ
に該当する。
3.個人負担の根拠と負担配分の原則
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便益原理に基づくと，政府が提供する財・サービスに対して租税，料金等を課す根拠は，供給す
るサービスから個人が便益を享受することにあり，また，負担配分原則は，享受する便益に応じた
負担ということである。
(1) 純粋公共財のケース
便益原理に基づくと，非排除性と非競合性が完全でしかも便益がその社会ないし行政区域全体に
およぶ純粋公共財の場合には，その社会ないし行政区域の構成員全員が各自の評価に応じて負担す
ることが要請される。この点を簡単なモデルで示すことにしよう。
いま，社会がN人の個人から構成され，また，個人 iの効用関数は民間財X1と公共財G1の関数と
して u1=U1(X1,G1) (i=l, 2，…， N）で表わされるものとする。民間財の総量をX とすると~！
Xi=X，また，公共財G1は非排除性と非競合性が完全な純粋公共財であって均等消費で特徴づけら
れるものとすると，総量をGとして G1=Gである。
地方政府が社会的厚生，
W=W(U1, U2，…， UN) (1) 
を生産制約，
F(X, G) =O (2) 
の下で最大になるように，各個人に対する民間財と公共財の配分を決定するものとする。この場合
ラグランジアンは，
L=W(U1, U2，…， UN）－λF(X, G) 
で表わされ， 1階条件は，
aL／δX1=W1U~一 λFx=O
N 
δL／δG ＝ ~W1Ul－ λ Fc=O 
で与えられる。また，（4),(5）式から，
N 
~ (UJ/UD二 Fc/Fx
(i = 1,2, 
W1U~／WjU~ ＝ l (i, j = 1,2，…， N) 
N) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
(7) 
が得られる。公共サービスの供給が社会的最適になるためには，したがって，（6）式の純粋公共財の
効率的供給の条件と，（7）式の分配の公平の条件が，同時に満たされねばならない。（6）式は， ~MRSニ
MRT，つまり， X財で測った純粋公共財の限界評価に応じた社会の個人全員の負担の総和がX財で
測った純粋公共財の限界費用に等しくなることを要求する。また，（7）式は社会的最適達成のための
所得分配の公平の条件を示しており，社会的重要性に応じてウエイト付けされた所得の限界効用が
個々人間で等しくなる必要があることを示している。もし，社会的に適正な所得分配が何らかの手
段によってすでに達成されている場合は，社会的最適の条件は，パレート最適の条件である（7）式の
みとなる。つまり，公平な所得分配を所与とすれば，財・サービスの供給に当たっては効率の側面
の利みを考慮すればよい。
(2) 準公共財のケース
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地方政府が供給している財・サービスの内で，純粋公共財としての性質を有するものは一般行政
などごくわずかしかない。地方政府が供給しているほとんどの財・サービスは，以下のように公共
財と民間財の性質を合わせ持つ混合財である。第1に，財・サービスが部分的に競合性を有し，混
雑現象が生じることである。道路，橋梁，教育等，図書館などがこれにあたる。第2に，排除性が
作用することである。一般道路や棚のない公園では排除不可能であるが，教育，図書館，美術館な
どは排除可能である。第3に，財・サービスを利用する密度が個々人の間で異なることである。図
書館，公園，レクリエーション施設などがこれに含まれる。第4に，サービス基地からの距離とと
もに便益が減衰することである。消防，救急サービス，窓口サービスがこれに含まれる。
ところで，競合性（可分性）と排除性を有する財・サービスの場合には，基本的に個々人から個別
に対価を徴収することが可能となる。まず，財・サービスの可分性が高ければ高いほど，個々人へ
の便益の帰属が明確になることから，個々人の享受する便益に応じて負担を求めることが可能とな
る。つまり，利用者個々人に直接に財・サービスの対価を求めることが可能になる。また，排除可
能な財・サービスについては，対価を支払わない個人を排除可能で、あり，この場合も，財・サービ
スを受げようとする個別利用者から対価を徴収することが可能である。
ここで，準公共財の場合の負担配分の原則を簡単なモデルを用いて明らかにしよう。いま，社会
がN人の個人から構成されるものとする。また，個人1の効用関数は民間財Xと準公共財Mの関数
として U1=U1(X1,Mi）で表わされるものとする。ただし，準公共財は排除可能であるが，個人1
の準公共財Mの消費はα（0くαく1）の割合で他の個人 i(i=2，…， N）に外部便益をもたらすもの
とする。さらに，個人 iにとって M1はMiと代替不可能と想定する。これから個人 iの効用関数は
U1=U1(X1, M1 ， αMi）で表わすことができる。民間財の総量をX とすると X1 ＋ ~1X1=X，また準
公共財の総量をMとすると Mi ＋~1M1=M となる。さらに生産制約を F(X,M）ニOとするとパレー
ト最適の 1階条件は，
N 
U品／U~＋ α~(Uん／U~） =FM/Fx (8) 
U占／U~ ＝ FM/Fx (i=2，…， N) (9) 
で与えられる。（8）式は，パレート最適の達成のためには，各個人 iは彼が受ける外部便益分に対し
て限界評価に見合った負担をすることが必要であることを示している。各個人 iの外部便益を集計
した α~ (U~A/Uk) は準公共財の社会的便益であり，社会全体の負担すべき部分を示している。こ
の結果は，便益を受ける集団が全体の構成員ではなくその部分集団である場合にも当てはまる。つ
まり，便益を受ける集団が社会の部分集団ならば，その部分集団が外部便益に応じた負担をすべき
ことを（8）式は示している。なお，（9）式は，個人 iの準公共財の消費は外部性を生じないことから，
民間財の消費と同様，限界費用に等しい支払いが求められることを示している。
(3) 民間財の公的供給
公的供給の理由の箇所で論じたように，民間財の場合においても，それが集団消費財であるなら
ば排除原則を適用せず全ての個人に均等にアクセスさせることが望ましい。ここで，民間財（集団消
費財）の場合における公的供給の最適条件をモデルを用いて分析しよう。いま，地方政府が全ての構
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成員（N人）に民間財Eを均等に供給するものとする。財E以外の民間財をXとすると，個人 iの効
用関数は U1=U1(X1,E) (i=l, 2，…， N）と表わせる。また，財Eの価格（限界費用）は PEで，
政府は財Eの供給費用（NpEE）を全構成員一律の定額税Tで賄うものとする。ここで，地方政府が
予算制約の下で社会的厚生を最大にするものとすると，ラグランジアンは，
L=W(U1, U2，…， UN）－λ（NT-NpEE) 
となる。（10）式をEとTに関して最大化する 1階条件は，
aL／δE＝ ~W1U~－ NλPE =O (lU 
）??????（
L／δT＝ ~W1(-Uk)-Nλ ＝ O (12) 
で与えられる。ここで個人 i の所得の社会的限界効用を βi 三 ~W1U~ と定義すると，（1U(l2）式から，
(1/N)~I （β1／βM) MRS1 =PE (13) 
を得る。ただし， βMはβiの平均でβM=(l/N ） ~Iβi で与えられる。また， β！／βM と MRS1 との共分
散Cov［βi／βM,MRS1］を用いるとω式は，
(1/N) ~1MRS1+Cov ［β1／βM, MRS1] =pE (14) 
と書き換えられる。ω式は， βiとMRS1とが正の相関関係をもっている場合，平均的な限界評価が限
界費用よりも共分散の分だけ小さくなる点で供給されなければならないことを意味する。換言すれ
ば，財Eは限界費用より低い点で価格設定されるべきことを意味する。また， βiが全ての個人につい
て等しい場合あるいは効率のみが考慮される場合には，（14)式は，
(1/N ） ~1MRS1=pE (15) 
となり，個々人の限界評価の平均が限界費用に等しくなる必要があることを示す。換言すると，平
均的な個人の限界評価が限界費用に等しくなる必要があるということである。
4.個人負担の類型
前節での分析から明らかなように，財・サービスの属性からみた場合，個人負担の根拠と程度は
基本的に地方政府が供給する財・サービスが有する可分性と排除可能性の程度によって決まる。そ
こでこの節では，財・サービスの属性に基づいて，個人負担を一般便益税，特別便益税，利用者負
担に類型化して考察する。
(1) 一般便益税
便益原理は，地方政府の提供する財・サービスが純粋公共財である場合，それが住民全体にとっ
て純粋公共財であるならば住民全員が便益を受け，またそれが住民の部分集団にとって純粋公共財
であるならばその部分集団の構成員全員が便益を受ける。この意味で便益は一般的であり，したが
って，住民全員あるいは部分集団の構成員全員が費用を負担することを要求する。
便益原理はまた，（6）式が示すように，便益を受ける各住民は自の評価に応じて費用を負担すべき
であることを要求する。しかし，純粋公共財の場合には，非排除性の性質によって住民が自己の正
しい評価を顕示するような誘因が働かず，また同時に不可分性の性質を有するから，享受する便益
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の測定は現実問題として不可能である。したがって，実際には，便益を受ける全ての構成員が所得
など一定の共通した課税標準に基づいて負担する以外にない。
ところで，便益原理を厳格に適用しようとすると，個々の財・サービスについて受益者と負担者
が一致しなければならないから，便益と負担を対応づけるために，提供する財・サービス毎に収入
と支出を特定した個別予算を組まなければならない。したがってこの場合，財源は全て使途指定さ
れる，つまり全ての財・サービスが目的税（earmarkedtaxes）によって資金調達されることになる。
目的税による財源調達は，個々の財・サービスについて負担と便益を対応づけることから，財・サ
ービスに対する住民の選好をより顕示させ易いという利点、をもっo この点でBuchanan[6］は目的
税による財源調達を主張している。しかし，地方政府は，現実には非常に多くの種類の財・サービ
スを提供しており，個々の財・サービスの供給について個別予算を組むことは事実上は不可能であ
る。したがって，実際には，ほとんどの財・サービスは一般税（一般財源： generalfunds）によって
資金調達されることになる。
財源を一般税に求めるか目的税に求めるかは，一般的には財・サービスの便益の範囲，便益の帰
属の明確さ，便益を受ける集団構成員の選好の同質性などに依存する。財・サービスの便益範囲が
限定されるほど，便益の帰属が明確であるほど，また集団構成員の選好や財・サービスの同質性が
大きいほど目的税の適用可能性が大きくなる。例えば道路は，通行それ自体でみれば個々人にとっ
て同質のサービスが享受されると考えられる。個々人で異なるのは通行距離と通行回数である。し
たがって，道路からの便益が通行距離と一定の関係にあるならば道路財源を目的税で調達すること
が可能である。
(2) 特別便益税
地方政府は各種の事業を行うが，これは必ずしも特定の個人に直接的に特定の財・サービスを供
給することを目的したものではない。しかし，これによって特定の特定の部分集団が特に便益を受
けることがある。例えば，一部区域の河川改修工事は行政区域の安全性の向上という側面で純粋公
共財の性格をもつが，同時にその地域の住民に特別の便益をもたらす。防風林や防波堤，林道など
についても同様のことがいえる。便益原理は，受ける便益に応じた負担を要求するから，これらの
特定の部分集団の構成員が受ける便益に応じて負担することを要求する。特別便益税（specificben-
efit taxes）ないし特別便益料金（specificbenefit charges）は，このような特別の便益を受ける部分
集団の構成員に求める負担を指字。換言すれば，特別便益税（料金）は，地方政府が供給する準公共
財の内，特定集団の個人に帰属する便益に対応した負担である。特別賦金（specialassessments) 
はこの例であり，負担金・分担金も大半はこの範需に入る。特別便益税（料金）は，負担が受け取る
便益を根拠としており，また一般に特定財源として徴収きれるごとから，目的税に準じた負担であ
るが，便益を受ける（損害を与える）集団の規模や便益の質の面で異なる。特別便益税（料金）は，
便益を受ける集団の規模が相対的に小さく，また受益者聞に便益に異質性がある場合に適用可能性
が大きい。特別便益税（料金）を現行制度と対応させてまとめると表1のようになるo
(3）利用者負担
地方政府における利用者負担
表1 特別便益税（料金）の根拠と対象
負担の根拠 対 象
分担金 便 益 上下水道，道路舗装，土地改良，農業施設，林道
負担金 使 益 道路・橋梁，都市計画，漁港，港湾
損害補償 原因者（道路等），損傷者（道路等）
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財・サービスの可分性と排除可能性が高ければ高いほど，便益原理を個々人に直接に適用する余
地が大きくなる。財・サービスが可分性と排除可能性の性質をもち，またそれらを利用する個々人
および彼らが受ける便益を特定できる場合には，（9）式が示すように，便益原理に基づいて価格設定
し利用者に直接料金を課す根拠が十分ある。ただし，実際に利用者に直接に料金を課すことができ
るためには，追加的に，産出各単位の質と量が識別可能であること，また収入調達費用が相対的に
小さいという条件が満たされる必要がある。
政府は，以上のような根拠と条件の下で，財・サービスを利用者に有償で販売するが，この利用
者に課す料金を利用者負担という。つまり，利用者負担方式は，財・サービスを利用者に有償で販
売し，対価を支払おうとしない者を利用から排除する収入調達方式である。
以上の，一般便益税，特別便益税（料金），利用者負担の論点、をまとめると表2のようになる。利
用者負担については次節でより詳細に考察する。
表2 個人負担の類型
便益の範囲 便益の可分性
便益享受か
便益の質
サービス利用と
らの排除性 負担との関連
一般便益税
一般税 構成員全員 なし なし 同質 直接的にはなし
目的税 個別サービスにつ 同質 直接的には小
いて構成員全員
特別便益税 構成員の部分集団 異質性あり 直接的には小
利用者負担 各構成員（利用者） 大 大 同質 大
5.利用者負担
(1）利用者負担の範囲
財・サービスの利用者の特定という観点、からは，大別して，個々の利用者を特定できる場合と，
個々の利用者は特定できないが利用者集団については特定できる場合とがある。したがって，利用
者負担の解釈の仕方も二通りありうる。つまり，財・サービスの利用と便益の帰属の特定が個々人
について可能な場合に限定して利用者負担とする解釈と，使益の帰属の特定が個々人については困
難であるが利用者集団については可能な場合も利用者負担とする解釈である。前者は利用者負担を
狭義に解釈する立場であり，使用料（currentcharges）と手数料（fees）および公営企業の料金
(charges）を利用者負担に含めるo この考え方をとるのがMusgraveand Musgrave[20], Herber 
[12］等である。一方，後者は利用者負担を広義に解釈する立場をとり，目的税や特別便益税も利用
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者負担に含める。この根拠としては，例えば利用者負担の適用に当たって，もし排除費用が高すぎ
るならば，次善の策として目的税が収入調達の手段になりうるという点である。 Bird[5］等がこの
広義の考え方をとっている。
ところで，第3節の理論的分析から明らかなように，便益原理に基づいて個人負担の根拠と負担
配分を明確にする場合，便益の及ぶ、範囲を構成員全員の場合，特定の部分集団の場合，および個々
人の場合に区別するのが適切である。そこで本稿では，利用者負担は便益原理を個々人へ直接に適
用するケースであると解釈し，その範囲を財・サービスの利用と便益の帰属の特定が個々人につい
て可能な場合に限定する。したがって，ここでの利用者負担の概念は狭義の解釈と基本的に対応し
ている。
まず使用料は，地方政府が供給する準公共財の，民間財の部分に対して徴収する対価である。例
えば公共施設は，その便益の地理的範囲を別にすれば全ての住民に便益がおよぶ公共財であり，他
方，施設の利用は個々人で異なる民間財であり，使用料はこの民間財に相当する施設利用に対して
の料金という性格をもっ。したがって基本的には，施設が公共財ならば，資本費用及び維持費用を
一般財源で調達し，サービスの供給にかかわる人件費等は使用料で徴収することになる。ただし，
民間に類似した施設が存在しそれと競合するような場合には，施設の公共財としての性格が弱くな
り，それに応じて資本費用や維持費用も部分的に使用料で徴収されるのが望ましといえる。また，
財・サービスが価値財の要素をもっ公営住宅などの場合には，（14)式が示すように，使用料の決定に
当たって所得再分配の側面を考慮する必要がある。
次に，手数料は，地方政府の一般的機能の遂行と関連して特定の諸個人に特定のサービスを提供
する場合に徴収されるサービスの対価であるが，その目的から利用手数料と行政手数料に分類で
き1~。この内，利用手数料は，提供するサービスに対する対価という性格をもっ。複写サービスや
閲覧サービスの手数料などがこれに含まれる。これに対して，行政手数料は，規制目的の行政サー
ビスに対する対価である。許可・認可，認定，登録，免許などに関する手数料がこれに含まれる。
許可，認可などを受けた個人には権利や資格といった特別の便益が生じることからこれに見合う負
担が要求される。ただし，手数料の決定に当たっては，清掃手数料などを除いて代替サービスが市
場に存在しない場合が多いことを考慮する必要がある。
最後に，料金は地方公営企業が供給する財・サービスに課す対価である。公営企業による財サー
ビスの供給は民間財の公的供給であり，排除性と競合性が同時に作用する。この場合，利用者から
直接料金を徴収することが可能であり，また効率的な価格形成は価格が限界費用と等しいことが要
求される。さらに，類似した財・サービスが市場で供給されているならば，料金が市場価格と異な
る理由はない。電気，ガス，公共交通などはこの範鴎に入る。利用者負担を行政自的と対象でまと
めたのが表3である。
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表3 利用者負担の類型
種類 行政目的 対 象
一般行政 庁舎施設，県民会館，市民会館
教育・文化 幼稚園，学校，社会教育施設，保健体育施設，美術館，博物館
使用料 環境・衛生 保健所（検診等），病院，墓地，斎場，公園
産業・経済 道路，港湾，河川敷，空港
福 祉 保育所，児童館，老人福祉施設，公営住宅
一般行政 戸籍，住民票，閲覧，督促，消防関係施設，運転免許，警察許可
教育・文化 入学検定，入学料，教員免許
手数料 環境・衛生 清掃，ごみ処理，狂犬病予防，各種検査
産業・経済 貸金業登録，建設業許可，屋外広告物，農産物検査，産業廃棄物
福 祉 保母試験，保育専門学院，リハビリテーション病院
料金
民間財の公 上水道，電気，ガス，公共交通，土地・住宅分譲，公共放送
的供給 高速道路，駐車場
(2）利用者負担の特質
以下では，利用者負担と他の地方政府収入との差異を検討することによって，利用者の料金の特
質をより明確にする。
①利用者負担と租税との異同
利用者負担と一般税との相違点は，まず第1に，経済学的意味では，利用者負担が，財・サービ
スを消費しないことによって支払いを避けることができるという意味で自発的支払いであるのに対
し，租税は消費の有無にかかわらない強制的支払いであるという点である。一般消費税の場合は，
特定の財・サービスについては消費しないことによって租税支払いを回避することは可能であるが，
財・サービス全体としては租税負担は免れない。この意味で，個々の財・サービスについては利用
者負担と消費税との相違は暖昧であるが，財・サービス全体からみた場合には利用者負担と一般消
費税は強制性の観点で性格を異にする。また，利用者負担が財・サービス供給の限界費用と等しい
場合には，利用者負担と租税との違いは明確である。第2に，利用者負担の場合は支払いとサービス
利用の便益との聞に直接的関係が存在するが，租税の場合には必ずしも支払いとサービス利用の便
益との聞に直接的関係が存在しない。また，目的税と特別便益税（料金）の場合には，利用者集団と
財・サービスの受益との聞には一定の特定の関係が存在するが，供給された財・サービスの利用と
負担の量とが直接関連していないという点で利用者負担と異なる。この点で通常定義される利用者
負担には特別賦金は含まれない。第3に，利用者負担による収入は需要の価格弾力性によって異な
るが，租税の場合は，利用の有無にかかわらず一定の収入が見込まれることである。例えば所得税
や財産税である。
利用者負担と租税との類似点は，第1に，利用者負担も租税も収入調達という側面をもっている
ことである。利用者負担は財・サービスを販売することによって収入を得，租税は強制的な移転に
よって収入を得るという相違はあるが，双方とも収入調達手段という点では同等である。第2に，
利用者負担の場合も消費税の場合も，収入は需要の価格弾力性に依存して決まる。したがって，利
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用者負担の行政上のコストが大きいかあるいは非効率的ならば，利用者負担を個別消費税ないし目
的税で代替させることができる。第3に，利用者負担を限界費用よりも高い水準に設定することは
個別消費税を課すのと同等である。第4に，施設が公共財の性格をもつならば建設の資本費用は租
税で賄われる必要があるが，米国などでは資本費用を impactfeesないし impacttaxesで賄ってい
るケースもある。これは，利用者利用金が資本費用に対応した料金と運営費用に対応した料金のい
わば二部利用者負担（two-partuser charges）で構成されることを意味する。ただし，これまで一般
財源で賄われていた資本費用も料金徴収されるならば，料金は擬装的な租税とみなすことができ
ょう。
②利用者負担と市場価格との異同
利用者負担が市場価格と異なる点は，第1に，利用者負担の場合には必ずしも全費用を賄うこと
はないという点である。第2に，利用者負担の設定において地方政府が利潤が最大になるように価
格設定をするともいえない点である。一方，利用者負担と市場価格との類似点は，第1に，利用者
負担はサービスの民間財の部分に対する支払いであり，他方，価格は市場で供給される財・サービ
スに対する支払いという側面があるが，両者とも財・サービスに対する支払いであるという点であ
る。特に，政府が市場で供給されている財・サービスを供給する場合には，利用者負担と市場価格
との相違はほとんどない。第2に，利用者負担も市場価格もともに自発的支払いであるという点で
ある。第3に，両者とも競争的な利用の間での割当ての意図を有している点で共通している。
6.おわりに
これまで，利用者負担の範囲および性格，負担配分の原則などについて論じてきた。基本的な点
で明らかになったことは，便益原理で一貫した説明を行うならば，個人負担を便益の範囲が構成員
全員の場合，特定の個人ないし集団の場合，および不特定の個々人の場合に分けるのが望ましいと
いうこと，また利用者負担は，便益原理を個々人へ直接に適用するケースであってその範囲を財・
サービスの利用と便益の帰属の特定が個々人について可能な場合に限定するのが望ましいというこ
とである。さらに，利用者負担には使用料，手数料，料金を含めるのが適切ということである。
利用者負担について一つの理論的な整理の仕方を提示できたと思われるが，理論の実際への適用
に当たっては，公共選択の問題をはじめ考慮すべき問題もいくつかある。したがって，これらの問
題の分析も含め，実際への適用に耐えうる利用者負担の理論を確立することが課題として残されて
いる。
7王
1 ) user chargesは一般に「利用者負担」と訳されているが，利用者に直接負担を課すという意味で，いわ
ゆる「受益者負担」と区別するためにそのような呼称が用いられているようである。しかし実際には，
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user chargesは利用者が支払う財・サービスー単位当たりの対価（金銭的給付）を意味する場合が多
く，この場合は「利用者負担」よりも「利用者料金」と呼称するのが適切であろう。本稿ではこうした
区別を意識しながらも，慣用の用語である「利用者負担」を一般的に用いる。なお，我が国における「利
用者負担」および「受益者負担」の概念や範囲については，中桐［21］，能勢・高島［24］，山本［36］を参
照されたい。また，利用者負担の全般的なことに関しては Herber[12],King[15], Musgrave and 
Musgrave[20］を参照されたい。
2）市場供給は選択的アクセスを，また非市場的供給は均等アクセスを意味する。これらの問題については
Goldin[ll］を参照されたい。
3）価値財については Musgrave[19］を参照されたい。
4）各個人の効用関数は2回微分可能な凹関数で各変数に関して増加関数であるものとする。
Ul＝δU＇／δX,>O, a2U1／δX,2<0, U~ ＝ δU＇／δG>O, a2U＇／δG2<0 
5）社会的厚生関数は2回微分可能な凹関数で各個人の効用に関して増加関数であるものとする。
W,=aW/aU'>O，また，生産制約については， Fx＝δF／δX>O,Fe二 δF/aG>O,Fc/Fxは確定で
一般化された収穫逓減の法則に基づくものとする。
6）この点に関しては， Musgraveand Musgrave[20］は適正な所得分配が達成されているものとして公共
財・サービスの供給については効率面のみから分析する二分法の立場をとっている。
7) U~ ＝ δU1/aM,, U~1 ニ δU＇／δM1, FM二 δF/aM
8 ) Atkinson and Stiglitz [ 2 ] (pp498 499）は個人別定額税のケースを分析しているが，一律定額税のケー
スについては結果のみを示唆するにとどまっている。ここでは，彼らの結果を導出する。
9) Cov［β＇／ん， MRS']=(1/N) ~1 [ （β＇／ん） -1] (MRS'-MRSM) 
= (l/N) ｛~， （βI／ん）MRS'-~1MRS1- ~1 （β＇／ん） MRSM + ~ ,MRSM} 
= (1/N) ｛ ~1 （β＇／ん） MRS1 － ~1MRS1}
ただし， MRSMはMRS＇の平均で， MRSM=(l/N ） ~1MRS1 である。これより，
(l/N）~， （β＇／ん） MRS'=(l/N)~1MRS1+Cov ［β＇／/JM, MRS'] 
を得る。この式を（13）式に代入すれば（14)式が得られる。
10）類型化に当たってはBird[4 ],Musgrave and Musgrave[20］を参考にしているが，彼らの類型とは一
致していない
11）目的税を支持する見解についてはTeja[32］も参照されたい。また，政治過程で生じる目的税収の一般財
源化圧力など，目的税に関する問題点については Leeand Wagner[16], Mueller口8］を参照されたい。
12）平成6年版の『地方財政白書』によれば，平成4年度において，道府県税収の内の90.0%，市町村税収の
92.6%を一般税（普通税）が占めている。
13）特別便益税ないし特別便益料金の用語については， Musgraveand Musgrave[20］およびBird[4］を参
照。
14）分担金については，地方自治法第224条で「普通地方公共団体は，政令で定める場合を除くほか，数人又
は普通地方公共団体の一部に対し利益のある事件に関し，その必要な費用に充てるため，当該事件によ
り特に利益を受ける者から，その受益の限度において，分担金を徴収することができる」と定めてい
る。また，負担金については，地方財政法第27条，都市計画法第75条，道路法第61条，などで定められ
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れている。ちなみに，地方財政法27条では「都道府県は，当該建設事業による受益の限度において，当
該市町村に対し，当該建設事業に要する経費の一部を負担させることができる」と定めている。なお，
分担金と負担金との聞に厳密な区別はなく混同して用いられている場合も多い。また，制度上は負担金
の項目に分類されているものには，利用者負担に分類すべきものが多い。例えば，民生費負担金（施設
費，措置費）や衛生費負担金（保健費，措置入院費）などは利用者負担（使用料）の範暗に入る。
15）利用者負担の範囲は，米国では，商務省の定義によれば，狭義にはcurrentcharges, utility revenues 
が含まれ，広義にはさらに hiway-usercharges, special assessments, finesが含まれる。また英国に
おいては，利用者負担にはsales,fees, chargesが含まれる。これらに関しては Netzer[22],Bailey et 
al. [ 3］を参照されたい。
16）我が国の場合，使用料については地方自治法第225条で「普通地方公共団体は，第238条の4第4項の規
定による許可を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる」
と定めている。
17）我が国の場合，手数料については地方自治法第227条で「普通地方公共団体は，当該普通地方公共団体の
事務で特定の者のためにするものにつき，手数料を徴収することができる」と定められている。サービ
ス手数料と行政手数料に区別に関しては， Herber[12］，能勢［23］，佐藤［28］を参照されたい。なお，
Herberは手数料の規制機能の側面を重視している。
18）地方公営企業の意義，役割，価格設定については，能勢・丸山［25］第15章（拙稿）を参照されたい。
19）表3は能勢［23](76頁，表2・5）を参考にしている。ただし，本稿では手数料を利用者負担に含めてい
る。
20）利用者負担と租税・市場価格との比較に当たっては，特に Anderson[1 ],Judge[14], Marchetti 
[17］，中桐［21］を参考にしている。
21) impact feesは，地方政府によって課される，新規開発に要する資本資金を調達するするための一回限
りの料金（charges）と定義される。つまり，それらは資本支出のみに用いられる一括強制取り立てであ
り，新規開発に要する資本支出に比例して課される。 impactfeesおよびimpacttaxesについては
Downing[ 9 ],Downing and Frank[lO］を参照されたい。
22）米国における擬装的な租税としての利用者負担についてはWagner[34］を参照されたい。
付記
この研究は富山大学日本海経済研究所から研究助成を受けて行ったものである。記して感謝の意
を表したい。なお，この研究には実証分析も部分的に含まれているが，実証分析の部分は別の機会
にゆずる。
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